
◆展開方向01：

◆展開方向02：

◆展開方向03：

展開方向01 1 障害者（児）相談支援事業費 255

2 重症心身障害者通園事業体制維持補助金 256

3 日常生活用具給付事業費 257

4 重度身体障害者訪問入浴サービス事業費 258

5 障害者（児）日中一時支援事業費 259

6 障害者（児）医療費助成事業費 260

7 心身障害者相談事業費 261

8 心身障害者（児）対策事業費 262

9 障害者自立支援制度支給関係事業費 263

10 障害者福祉ホーム事業補助金 264

11 児童福祉施設入所心身障害児利用者負担補助金 265

12 集中的支援体制整備負担金 266

展開方向02 13 障害者安心生活支援事業費 267

14 障害者（児）移動支援事業費 268

15 重度身体障害者（児）リフト付自動車派遣事業費 269

16 身体障害者更生訓練費給付事業費 270

17 心身障害者（児）スポーツ大会開催事業費 271

18 自発的活動支援事業費 272

19 自動車運転免許取得・改造助成事業費 273

20 重度心身障害者（児）福祉タクシー利用料助成事業費 274

21 障害者施設開設等サポート事業費 275

22 乗合自動車特別乗車証交付事業費 276

23 地域活動支援センター事業補助金 277

24 障害者就労支援事業費 278

展開方向03 25 障害者虐待防止対策事業費 279

26 手話言語普及啓発事業費 280

27 意思疎通支援事業費 281

28 差別解消・コミュニケーション支援等検討事業費 282

29 心身障害者（児）対策啓発事業費 283

30 軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業費 284

ともに支えあい、安心して暮らすことができる環境づくり

生きがいを持って自分らしく暮らすことができる環境づくり

必要な支援を受け、身近な地域で暮らすことができる環境づくり

【施策０６】　障害者支援
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166,764 176,429 

5,803 

158,679 

5,949 

220,351 

5,803 

160,961 

5,803 

170,626 

144,818 

25,286 30,873 27,568 31,611 

139,196 139,196 139,196 
56,231 

2.15
16,514 
8,772 

2.16
16,947 
13,926 

2.26
18,046 
9,522 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
139,196 195,427 139,196 144,818 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者（児）相談支援事業費 3A1R 施策 06 障害者支援

障害者等からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、障害福祉サービスの利用等の支援を行う。

① 委託相談支援事業所における延べ相談回数
② サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の作成達成率

単位
① 回
② %

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成19年度
会計 01 一般会計

・委託相談支援事業所の延べ相談回数は令和6年度27,209回から令和7年度26,256回となったが、複雑化した
相談内容もみられることから、支援力向上のための勉強会や個別事例検討会を継続して実施した。
・利用計画の作成については、継続的な基幹相談支援センターを中心とした作成状況分析と委託相談支援事業所と
の調整や令和6年度から導入したセルフプランにより作成率は99.4%(8,697人/8,748人)となった。
・あまがさき相談支援連絡会において、特定の相談支援事業所が介入できていないケースの把握や継続的に関わ
れる事業所への橋渡し等を行った。
・障害児通所支援事業所のネットワーク会議への参加割合は目標値を下回った（目標値：80%、実績：令和6年度
49%、令和7年度38%）ものの、参加事業所からの評価は高く、一定の成果が認められる。

・自立支援協議会を始め、あまがさき相談支援連絡会、各サービス事業所のネットワーク会議が有機的に機能する
よう随時モニタリングにより調整を図っていく必要がある。あわせて、障害児通所支援事業所は市内でも増加傾向
にあり、事業所のスキルアップを継続的に図る必要があることから、障害児通所支援事業所ネットワーク会議の重
要性が増していることを踏まえ、継続実施の方向で検討する。
・セルフプランを作成した利用者は、セルフプラン更新時に指定相談支援事業所のプラン作成を進めていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度
① 27,209

② 82.8
令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉政策担当、北部障害者支援
課、南部障害者支援課

所属長名 巴山　広史、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害福祉サービスの利用支援や権利擁護のための必要な援助とともに、関係機関との連絡調整等を行うことによ
り、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営めるよう支援する。

実施内容

【障害者相談支援事業】
　・事業内容：　福祉サービスの利用援助、社会資源の活用支援、権利擁護、専門機関の紹介など
　・実施方法：　社会福祉法人に委託（7法人・8施設）
　・事業実績：  延べ相談回数（令和7年度）26,256回、あまがさき相談支援連絡会の開催(代表者会：年3回)
【基幹相談支援センター等機能強化事業】
　・事業内容：　計画・一般相談支援の促進に向けた支援、地域の相談機関との連携強化や事前相談・助言など
　・実施方法：　社会福祉法人に委託（相談支援専門員を2人配置）
　・事業実績：　延べ相談回数（令和7年度）　53回、会議の開催（指定特定・障害児相談支援事業所担当者会など）
【障害児等療育支援事業】
　・事業内容：　在宅支援（訪問・外来）療育等指導事業、施設支援一般指導事業など
　・実施方法：　社会福祉法人に委託（2法人・2施設）、委託先の2法人から社会福祉法人に再委託（3法人・3施設）
　・事業実績：　延べ支援件数(令和7年度）　訪問　41件、外来　630件、施設　103件

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

164,482 226,300 

目標値
①―

② 100
達成
年度

① ―

②令和9

① 26,256
② 99.4

年
度

令和５年度
① 33,684

② 77.8

2.62
21,529 
10,082 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
委託料
補償補填及び賠償金

を計上した。
かる消費税、延滞税及び加算税相当額

平成30年度から令和4年度委託料にか

※令和6年度決算は単年度経費として、

（国50/100、県25/100）
重層的支援体制整備事業交付金
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1,310 1,794 

目標値 ―
達成
年度

― 976
年
度

令和５年度 649

0.09
740 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・本市の延べ利用者数は、令和7年度976人と増加しており、医療的ケアを要する重症心身障害者の受け入れ施設
が不足する中、看護職員を加配している生活介護事業所の費用の一部を補助することで、これらの障害者のために
安全かつ継続的なサービスの提供がなされた。また、介護者の介助負担軽減にも寄与した。
・当該事業は、西宮市との共同で行っている事業であることから、両市で連携を図り、実施していかなければならな
い。

・医療的ケアを要する重症心身障害者が継続して通所施設の利用ができるよう、西宮市と連携を図り、今後も継続
して実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 649 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉政策担当 所属長名 巴山　広史

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

医療的ケアを要する重症心身障害者が通所利用する兵庫県内の生活介護事業所で、看護職員を加配しているなど
一定の要件を満たした場合に、その費用の一部を補助することで、安全かつ継続的なサービスの提供体制を確保す
るとともに、重症心身障害者の社会参加と福祉の増進を図る。

実施内容

【対象要件】
①平成23年度まで「重症心身障害児（者）通園事業」を実施していた兵庫県内の生活介護事業所 （公立施設は
　除く）で、かつ本市の利用者がいること
②看護職員を常勤換算で4人以上配置していること
③生活介護サービス費の「人員配置体制加算（Ⅰ）」の届出をしていること
④生活介護サービス費の「常勤看護職員等配置加算」の届出をしていること
【対象施設】
西宮すなご医療福祉センター
【補助金額】
補助基準額×看護職員配置人数×補助率
 ・補助基準額：看護職員1人あたり　1,915千円
 ・看護職員配置人数：介護職員の代わりに看護職員（医療的ケアの担い手）を配置している場合、看護職員と介護
　 職員の雇用に係る人件費の差額（ただし、常勤換算で4人以上（最大5人分）の常勤換算数の看護職員の配置人数
　 とする。）
 ・補助率：尼崎市年間延利用人員数÷当該事業総利用者数

事業概要
医療的ケアを要する重症心身障害者が通所利用する生活介護事業所で、看護職員を加配しているなど一定の要件
を満たした場合に、その費用の一部を補助する。

本市の延べ利用者数　（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績
値のみを表記）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市重症心身障害者通園事業体制維持補助金交付要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 平成29年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

重症心身障害者通園事業体制維持補助
金

3A1U 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
465 931 1,028 1,064 

0.11
845 

0.11
863 

0.29
2,316 

1,064 

845 863 2,316 740 

1,028 465 931 

3,344 1,804 

1,310 1,794 3,344 1,804 
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139,207 139,437 

138,632 134,682 139,207 139,437 

133,717 

3,869 5,056 3,500 5,720 

135,707 134,763 129,626 

0.34
2,612 
1,257 

0.44
3,452 
1,604 

0.21
1,677 
1,823 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
134,763 129,626 135,707 133,717 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 日常生活用具給付事業費 3A2A 施策 06 障害者支援

身体障害者（児）、知的障害者（児）及び難病患者に対し、日常生活用具を給付する。

給付件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 昭和44年度
会計 01 一般会計

・利用者からの要望等を聴く中で補装具費支給制度に合わせ、令和8年4月向けに給付要綱の見直しを行い、障害
児の所得制限撤廃を行った。
・令和5年度に支給決定件数のうち、見積金額が各用具の公費負担限度額に収まった件数の割合（以下カバー率と
する）を80%以上となるよう21品目の限度額を引き上げた。そのうち、令和5年度以降に支給実績のある19品目
に対し、カバー率が80%以上となったものは6品目のみとなったが、限度額を引き上げたことにより、対象品目の
申請236件分については利用者の負担軽減効果は着実に得られた。
・利用者からは運用の改善以外にも、ストマ用装具（蓄便袋、蓄尿袋）を中心として給付額の増加や品目の追加を求
める要望も多く出されている状況である。

・障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）に基づき、市町村が行う地
域生活支援事業の中で、必須事業の1つとして規定されていることから、継続実施が必要である。
・利用者の声を聴き必要な運用の改善に引き続き努める。
・給付額等については他市の動向も参考にしながら検討を進める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 11,602 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者（児）及び難病患者に対し、日常生活用具の給付を行うことで、日常生活の便宜を図るとともに、他者との交
流や外出など社会参加を促し、福祉の増進に寄与する。

実施内容

【対象用具】
　障害の種類、程度によって、給付を受けられる品目を規定している。
　<給付対象用具（例）>（市民税額に応じた自己負担額あり）
　○視覚　視覚障害者用ポータブルレコーダー、視覚障害者用拡大読書器、視覚障害者用時計など
　○聴覚　聴覚障害者用情報受信装置など
　○下肢・体幹　便器、特殊マット、特殊寝台など
　○内部　ネブライザー（吸入器）、電気式たん吸引器、ストマ用装具（蓄尿袋・蓄便袋）、紙おむつなど
　※介護保険法優先。給付種目別に耐用年数あり。また、意見書が必要な場合もある。

【令和7年度支給実績（主なもの）】
　ストマ用装具（蓄便袋、蓄尿袋） 9,527件、紙おむつ 2,572件、電気式たん吸引器 29件、特殊寝台22件、入浴
補助用具 22件、頭部保護棒22件、ネブライザー 13件など

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

138,632 134,682 

目標値 ―
達成
年度

― 12,398
年
度

令和５年度 12,081

0.46
3,780 
1,940 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 改善）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
扶助費

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の
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障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の

6,439 8,739 

目標値 ―
達成
年度

― 15
年
度

令和５年度 11

0.12
986 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
委託料

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・介護者の介助や障害福祉サービスによる入浴が困難な在宅の重度身体障害者の清潔保持と心身機能の維持を図
るとともに、介助者の負担軽減に寄与した。利用者は昨年に比べ更に増加しており、全体の利用回数は例年に比べ
て増加している。
・在宅生活を選択する重度の障害のある人が増え、今後も入浴支援のニーズは高まることが想定されることから、
そのニーズに対応していくため、当該事業の委託に係る要件を見直し、委託契約先を3か所確保していた。しかし、
委託契約先1か所が従業員の確保が困難なため契約更新を辞退し、委託契約先は2か所となった。利用者からの申
請も増加が見込まれることから、引き続き要件等を適宜見直すとともに、新たな委託先との契約も必要になると考
えられる。

・重度身体障害者の入浴にあたっては、当該事業による支援でないと対応できない方も一定数いるため、委託先の
新規参入を促していくとともに、障害福祉サービスによる対応とあわせて継続的な事業運営に取り組む。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 12 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

身体の障害や住居の状況から、居宅浴室等での介助による入浴が困難な重度の身体障害者に、移動入浴車を派遣
して入浴サービスを提供し、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図り、在宅生活を支援する。

実施内容

【対象者】
　身体障害者手帳1級又は2級の所持者で、尼崎市重度心身障害者介護手当（※）の支給対象障害者である者、又は
その身体の状況が同等である者
※過去1年間、介護保険サービス又は障害福祉サービスを利用していないほか、一定の要件に該当する重度の身体
障害者
【利用回数と自己負担】
　利用回数：原則、週1回　　　自己負担：税額等による階層区分を設定
【登録事業所と実施方法】
　市内の社会福祉法人に委託
【令和7年度利用状況】
　利用人数：15人　　利用回数：726回

事業概要 居宅に移動入浴車を派遣し、事業者が浴槽を居室に運び込んで入浴の提供を行う。

利用人数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 昭和55年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

重度身体障害者訪問入浴サービス事業
費

3A31 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
5,364 5,679 9,550 9,063 

0.14
1,075 

0.39
3,060 

0.12
958 

9,063 

1,075 3,060 958 986 

9,550 5,364 5,679 

10,508 10,049 

6,439 8,739 10,508 10,049 
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32,275 35,569 

30,378 32,033 32,275 35,569 

29,863 

6,409 7,130 5,692 5,706 

26,583 23,969 24,903 

0.70
5,377 
1,032 

0.62
5,492 
1,638 

0.59
4,572 
1,120 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
23,969 24,903 26,583 29,863 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者（児）日中一時支援事業費 3A3B 施策 06 障害者支援

日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障害者（児）を指定した事業者等で保護
し、見守りや日常的な訓練等を行う。

延べ利用者数　（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみ
を表記）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成18年度
会計 01 一般会計

・障害者（児）の家族等の就労や一時的な休息に寄与している。

・近年、放課後等デイサービスの利用者が大きく増加している中、当該利用者が18歳到達後、日中活動系サービス
を利用する際、夕方（概ね16時以降）の時間帯の見守りニーズの増加が見込まれるため、サービス事業所のネット
ワーク会議などにおいて、適宜、本事業の周知等に努めていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 834 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉課、障害福祉政策担当、北部
障害者支援課、南部障害者支援課

所属長名
山﨑　賢一、巴山　広史、上野　裕司、
西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者（児）を一時的に預かることにより、障害者（児）に日中活動の場を提供し、障害者（児）の家族の就労や障害
者（児）を日常的に介護している人の一時的な休息を図る。

実施内容

【日中一時支援事業所の指定条件】
障害者総合支援法第36条第1項に定める指定障害福祉サービス事業者であって、同法第5条に定める生活介護、
自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（B型に限る。）及び短期入所のいずれかの事業所指定を受けていること。
【指定事業所数】20事業所（うち、市内12事業所）（令和8年3月末現在）

【対象者】　生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（B型に限る。）及び短期入所のいずれかの支給決定
を受けている者
【支給決定者数】　415人（令和8年3月末現在）

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

30,378 32,033 

目標値 ―
達成
年度

― 864
年
度

令和５年度 890

0.55
4,519 
1,187 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
扶助費

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の

類型
事業所数

20 事業所 11 事業所 7 事業所 7 事業所

※就継B型・生活介護・短期入所併設の多機能型5事業所あり。両方にカウント。

就継B型
併設型

短期入所
併設型

生活介護
併設型

利用者数 利用回数 送迎加算 利用者数 利用回数 送迎加算 利用者数 利用回数 送迎加算

身体 111 人 1,865 回 108 人 1,544 回 -3 人 -321 回

知的 575 人 7,056 回 594 人 7,839 回 19 人 783 回
精神 0 人 0 回 0 人 0 回 0 人 0 回
難病 0 人 0 回 0 人 0 回 0 人 0 回
児童 148 人 608 回 162 人 623 回 14 人 15 回

合計 834 人 9,529 回 864 人 10,006 回 30 人 477 回
※年間延べ利用者数は、月の利用者数×12月

※重複障害者については、それぞれの種別で計上されているため、合計利用人数とは異なる。

11,664 回 12,302 回 638 回

種別等
令和6年度（①） 令和7年度（②） 比較（②-①）
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医療費助成
審査支払事務等
印刷製本・消耗品

広域連合高額医療費収入

医療費助成事業補助金（県 補助率：1/2）

1,850,718 1,856,635 

目標値 ―
達成
年度

― 4,821
年
度

令和５年度 4,877

2.00
16,290 
9,639 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
需用費
委託料
扶助費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・1件当たりの医療費助成額は平均的に推移しており、受給者が負担すべき額を軽減することができている。
・医療費助成制度の内容が複雑であることから、市報やホームページを通じた市民や医療機関への周知、受給者等
への個別の通知により説明に努めており、引き続き制度への理解が深まるよう取り組む必要がある。

・医療費を助成することにより、経済的な負担を軽減するよう、今後も事業を安定的に継続させていく。
・医療費助成制度の内容について、市民や医療機関等に対して市報等で制度の周知を図り、適正利用及び利用促進
につなげる。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 4,881 令和７年度

款 15 民生費

局 保健局 課 福祉医療課 所属長名 小野山　一弘

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

健康保険または後期高齢者医療制度に加入し、一定の所得を下回る身体障害者手帳1級から3級・知的障害の重度
と中度・精神障害者保健福祉手帳1級・2級の市民に対して、疾病等になった場合でも安心して暮らせるよう、医療
費の一部または全部を助成することにより経済的な負担を軽減し、受給者の保健の向上と福祉の増進を図る。

実施内容

1　助成内容及び所得制限
　健康保険または後期高齢者医療制度による医療費のうち自己負担分の一部または全部を助成
　（精神障害者は精神疾患による医療費を除く）
　所得制限は、本人の市民税所得割額が23万5千円未満

2　対象者数及び年間助成総件数、年間助成総額、1件当たりの医療費助成額
　令和5年度：13,760人、371,937件、1,813,878千円、4,877円
　令和6年度：13,898人、372,719件、1,819,069千円、4,881円
　令和7年度：14,051人、379,990件、1,831,875千円、4,821円

3　市単独事業による助成内容
　身体障害者3級、知的障害中度・精神障害者2級の者
　18歳未満の入院は自己負担分の全部を助成
　本人のみ所得制限あり（県制度は本人・配偶者・扶養義務者の所得制限あり）

事業概要
一定の所得を下回る身体障害者1級から3級、知的障害者IQ50以下及び精神障害者1級・2級の市民を対象に、健
康保険または後期高齢者医療制度による医療費のうち自己負担分の一部または全部を助成する。

１件当たりの医療費助成額
（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位 円

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市福祉医療費の助成に関する条例等

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 昭和48年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者（児）医療費助成事業費 3A5K 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
1,834,611 1,839,525 1,852,500 1,894,621 

1.38
10,600 
5,507 

1.35
10,592 

6,518 

2.07
14,720 
9,064 

276 
22,800 

1,871,545 

16,107 17,110 23,784 25,929 

253 
20,372 

1,831,875 

191 
20,542 

1,813,878 
20,456 

1,819,069 

1,876,284 1,920,550 

570,272 

226,971
1,053,475 

491,953 

229,765
1,134,917 

478,785 

222,113
1,175,386 

495,444 

230,484
1,194,622 
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2,414 1,966 

1,957 2,357 2,414 1,966 

1,009 

20 
33 

845 1,334 1,357 904 

895 
124 

19 
19 

940 
134 

19 
19 

882 
124 

17 

0.11
845 

0.17
1,334 

0.17
1,357 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
1,112 1,023 1,057 1,062 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 心身障害者相談事業費 3A5T 施策 06 障害者支援

相談員を通じ、身体障害者や知的障害者等の相談を受け、必要な指導等を行う。

相談件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

身体障害者福祉法等

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成21年度
会計 01 一般会計

・相談件数は前年度より増加しており、身体障害者や知的障害者、その家族の相談ニーズに応じ、自立・更生に必要
な援助を行うことで、障害者の福祉の増進を図ることができた。
・高齢化が進む相談員への対応にあたっては、当該相談員が所属する当事者団体とも適宜課題の共有を図りつつ、
相談員を選出（推薦）する際に調整・配慮をお願いしているものの、課題の解消までには至っていない。
・相談員の支援活動は、障害者と市などの行政機関とのパイプ役として必要不可欠であるため、相談員と行政の連
携を一層深めていく必要がある。

・相談員制度は、身体障害者や知的障害者、その家族の相談ニーズに応じ、自立・更生に寄与していることから、今
後も継続して事業を実施する。
・相談員の資質向上や行政との連携を深めていくため、新たな制度の周知や情報提供に取り組むとともに、定期的
な研修会等の実施に努める。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 497 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉政策担当 所属長名 巴山　広史

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

社会的信望があり、障害者の更生援護に熱意と見識を持つ者を相談員として委嘱し、身体障害者や知的障害者、そ
の家族の相談に応じ、障害者の自立・更生に必要な援助を行うことにより、障害者の福祉の増進を図る。

実施内容

【相談員の主な業務内容】
　・身体障害者や知的障害者の相談に応じ、必要な指導・助言を行う。
　・身体障害者や知的障害者の障害福祉サービスの利用、就学、就職等に関し、関係機関と連携して相談に応じる。
　・身体障害者や知的障害者の援護思想の普及に努める。
【相談員数】
　・身体障害者相談員　34人 （R6：37人）　・知的障害者相談員　12人 （R6：12人）
【謝礼】
　1人あたり18,000円/年
【令和7年度実績】
　・身体障害者相談員の受けた相談件数　494件 （R6：436件）
　・知的障害者相談員の受けた相談件数　  70件 （R6：  61件）

事業概要

使用料及び賃借料

役務費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,957 2,357 

目標値 ―
達成
年度

― 564
年
度

令和５年度 674

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
報償費
需用費

研修会会場借上料
ボランティア保険料
業務日誌（身体）、活動記録帳（知的）等

相談員、手話通訳者等への謝礼
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247,729 256,311 

162,432 

63,323 

172,686 

65,485 

179,357 

68,372 

186,042 

70,269 

135 
226 

248,452 

6,906 7,344 7,521 7,498 

187 
240,021 

207 
218,642 

200 
230,627 

0.79
6,068 

838 

0.88
6,277 
1,067 

0.79
6,308 
1,213 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
218,849 230,827 240,208 248,813 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 心身障害者（児）対策事業費 3A61 施策 06 障害者支援

特別障害者手当等支給事業、重度心身障害者（児)介護手当支給事業、心身障害者理美容サービス事業

①介護人助成事業延べ日数②理美容サービス利用枚数（適切な成果指標及びその目標設
定が困難なため、活動指標の実績値のみを表記）

単位
①日
②枚

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

特別児童扶養手当等の支給に関する法律　等

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 昭和61年度
会計 01 一般会計

・理美容サービスにおいては、支給対象者である介護手当受給対象者が年々減少していることもあり、チケット利用
枚数も令和4年度の123枚と比較して減少しているが、サービスを継続することで、重度心身障害者（児）の健康管
理及び保健衛生の向上や介護者の負担軽減を図ることができた。

・日常生活において常時特別の介護を必要とする重度心身障害者（児）等に対し、負担の軽減や社会参加等の促進
を図るため、今後も継続して事業を実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度
①0
②81

令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉課、障害福祉政策担当、北部
障害者支援課、南部障害者支援課

所属長名
山﨑　賢一、巴山　広史、上野　裕司、
西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

在宅の重度心身障害者（児）に対して、各種手当の給付等を行うことにより、経済的負担の軽減や社会参加等を促
進する。

実施内容

【特別障害者手当等支給事業】<令和7年度決算　238,963,270円>
　精神又は身体に著しく重度の障害を有するために、日常生活において常時特別の介護を必要とする方に支給す
る。
　経過的福祉手当　（新規なし）　　　 　72件　　　   1,154,280円
　障害児福祉手当　（20歳未満)　2,883件　　　 46,215,810円
　特別障害者手当  （20歳以上)　6,502件　　 191,593,180円
【重度心身障害者（児)介護手当支給事務】<令和7年度決算　1,058,333円>
　障害福祉サービス又は介護保険サービスを利用していない心身障害者(児)を在宅で介護する者に対し、年に1回
（2月）介護手当（年額10万円）を支給する。　　<令和7年度実績　延べ人数127人>
【在宅心身障害児及び重度知的障害者介護人助成事業】<令和7年度決算　0円>
　保護者が疾病等の事情で心身障害児及び重度知的障害者の介護ができないときに一時的に介護人を確保する。
【心身障害者理美容サービス事業】<令和7年度決算　176,000円>
　介護手当の支給を受けている介護者が介護している、重度の心身障害者(児)に対して理容・美容の出張サービス
を実施する。一人あたり、年間4枚のチケットを交付する。　<令和7年度実績　利用枚数88枚>
【保護者学級】<令和7年度決算　10,795円>
　心身障害者（児）を抱える保護者に対して、心理学者・医師等を講師とした講座・講習を実施する。

事業概要

扶助費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

（県1/2）として実施

225,755 238,171 

目標値 ―
達成
年度

―
①0

②88
年
度

令和５年度
①0

②87

0.67
5,505 
1,993 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
報償費
委託料

特別障害者手当等
理容・美容出張サービス等委託料
介護人謝礼

重度心身障害者（児）介護手当事業
（介護手当）
交付事業（国3/4）として実施
特別障害者手当等給付費負担金
（特別障害者手当等）
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42,860 69,823 

38,519 42,590 42,860 

46 

69,777 

1,870 
2,737 
8,984 

22,066 
997 

10,657 12,224 12,543 33,169 

138 
1,707 
6,969 

20,981 
522 

133 
1,394 
7,143 

18,528 
664 

172 
1,214 
8,639 

19,699 
642 

1.06
8,142 
2,515 

1.15
9,023 
3,201 

1.15
8,904 
3,639 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
27,862 30,366 30,317 36,654 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者自立支援制度支給関係事業費 3A71 施策 06 障害者支援

障害者自立支援制度の周知や障害福祉サービス等の支給決定のための障害支援区分認定審査会医師意見書作成・
認定調査、障害者福祉サービス支払のための国保連合会支払事務委託、尼崎市自立支援協議会の開催等を行う。

障害福祉サービス支払事務委託件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活
動指標の実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成18年度
会計 01 一般会計

・自立支援協議会の組織編成について検討し、支援困難ケース等の個別支援事例検討の場であるあまがさき相談支
援連絡会を自立支援協議会内に位置付けることで、個別支援事例の検討から地域課題の検討につなげられる仕組
を整備した。
・市内にある障害福祉サービス事業所ごとで構成される各ネットワーク会議についても自立支援協議会内に位置づ
け、相互の関連を整理することで、新たに自立支援協議会に求められる役割を果たすことができるよう組織体制の
整備を行った。
・自立支援協議会を始め、あまがさき相談支援連絡会、各サービス事業所のネットワーク会議が有機的に機能する
よう、随時のモニタリングにより調整を図っていく必要がある。
・あまっこ部会において、必要な時期に必要な機関へつなぐことができるよう、「あまっこQ&A」を作成した。
VOL.01は「こどもの発達が気になったら」をテーマに、各相談窓口や相談できる内容を掲載した。VOL.02は「療
育とは?児発、放デイってどんなところ?」をテーマに、福祉サービスの利用の流れやサービスの特徴、事業所の選
び方などを掲載した。完成したパンフレットは「ミーツ・ザ・福祉」や各支援機関で配布するとともに、市ホームページ
にも掲載し、広く周知を図った。

・自立支援協議会等各種会議の運営について必要とされる役割が果たせるよう適宜見直し等の調整を図っていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 157,365 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉課、障害福祉政策担当、北部
障害者支援課、南部障害者支援課

所属長名
山﨑　賢一、巴山　広史、上野　裕司、
西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者自立支援制度の周知を図るとともに障害福祉サービス等の支給決定・支払事務の実施や「障害のある人もな
い人も地域で支えながら、その人らしく暮らす地域づくり」を目指す尼崎市自立支援協議会の設置等、障害者自立支
援制度の円滑な運営を行うことにより障害者の福祉の増進を図る。

実施内容

【令和7年度実績（主なもの）】
・自立支援協議会（全体会5回、くらし部会6回、しごと部会10回、あまっこ部会5回）
・障害者自立支援制度にかかる消耗品・修繕料・印刷製本費：1,472,282円
・障害支援区分認定調査等旅費：365,740円
・障害者支援区分認定調査等における高速道路使用料：136,500円
・認定審査会用医師意見書作成件数：1,470件
・認定審査会関係消耗品：234,520円
・国保連合会支払事務委託料＠129.8×161,384件、新高額障害福祉サービス費委託料＠34.1×969件

事業概要

委託料
その他

役務費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

38,519 42,590 

目標値 ―
達成
年度

― 162,353
年
度

令和５年度 143,449

3.58
29,417 
3,752 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
報償費
需用費

旅費、使用料及び賃借料
国保連支払事務委託料
医師意見書作成手数料
消耗品費等
協議会委員報償費等

（※医療的ケア児部会開催分）
（国1/2）

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金
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1,207 1,312 

1,112 1,290 1,207 1,312 

819 

384 471 479 493 

728 728 819 

0.05
384 

0.06
471 

0.06
479 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
728 819 728 819 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者福祉ホーム事業補助金 3A9R 施策 06 障害者支援

対象施設を運営する福祉ホームに対し、本市からの入居者の割合に応じ、要する費用の一部を補助する。

入居者数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 昭和45年度
会計 01 一般会計

・申請のあった障害者福祉ホームは、市外の精神障害者福祉ホーム1か所であり、尼崎市入居者数は令和4年度より
3人となっている。当該障害者福祉ホームを運営する法人に対し、費用の一部を補助することで、低額な料金で居室
その他の設備の提供が可能となり、利用する障害者の負担軽減を図ることができた。

・障害者福祉ホームは、住居を求めている障害者に対し、低額な料金で居室その他の設備を利用させ、日常生活に
必要な便宜を供与することにより、地域生活の支援を図るものであるため、今後も継続して事業を実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 3 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉政策担当 所属長名 巴山　広史

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

現に住居を求めている障害者に対し、低額な料金で居室その他の設備を利用させ、日常生活に必要な便宜を供与
することにより、障害者の地域生活を支援する。

実施内容

【対象施設】
　「障害者総合支援法に基づく福祉ホームの設置及び運営に関する基準」を満たす福祉ホームを運営する社会福祉
法人等
　
【基準額】
  ・知的障害者福祉ホーム　　　（216,580円＋7,350円）×本市入居者月初日在籍延人員／定員
  ・精神障害者福祉ホーム　　　227,670円×本市入居者月初日在籍延人員／定員
  ・身体障害者福祉ホーム　　　定員（5人～9人）3,216,000円÷12月×本市入居者月初日在籍延人員／定員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 定員（10人～19人）3,833,000円÷12月×本市入居者月初日在籍延人員／定員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 定員（20人～29人）5,068,000円÷12月×本市入居者月初日在籍延人員／定員
【令和7年度実績】
　精神障害者福祉ホーム　鎌倉荘（定員10人）　　　　3人

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,112 1,290 

目標値 ―
達成
年度

― 3
年
度

令和５年度 3

0.06
493 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の
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1,230 1,607 

1,623 2,764 1,230 1,607 

1,032 

768 1,805 479 575 

751 855 959 

0.10
768 

0.23
1,805 

0.06
479 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
855 959 751 1,032 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

児童福祉施設入所心身障害児利用者負
担補助金

3AB1 施策 06 障害者支援

児童福祉施設を利用する心身障害児の扶養義務者が納入した費用の2分の1を助成する。

申請延べ件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを
表記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

児童福祉施設入所心身障害児利用者負担金補助交付要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 昭和45年度
会計 01 一般会計

・令和元年10月から実施された幼児教育・保育の無償化に伴い、補助対象者は令和元年度以前に比べ減少してき
ている。令和5年度に通所施設の利用件数が令和4年度のほぼ2倍に増加し、令和6年度においてもほぼ同じ件数
であるが、令和7年度においては減少している。これは、補助の対象にならない施設に通う子どもが毎年増減するこ
とが影響しているためである。
・令和7年度においても、児童福祉施設を利用している心身障害児の保護者が負担する費用の一部を補助すること
で、経済的な負担軽減に寄与することができた。

・心身障害児の心身や世帯等の状況により児童福祉施設の利用が必要となった扶養義務者に対し、負担軽減を図る
ことにより、心身障害児の療育の促進を図るため、今後も継続して事業を実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 316 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

児童福祉施設を利用する児童の扶養義務者の経済的負担を軽減し、心身障害児の療育を促進することで、児童福
祉の増進に寄与する。

実施内容

【対象者】
○市内に居住し、次の児童福祉施設を利用する児童の扶養義務者
 ・障害児入所施設
 ・児童福祉法第27条第1項第3号の措置に代えて、医療型障害児入所施設と同様の治療等を行う指定医療機関
 ・旧法に規定する知的障害児施設、知的障害児通園施設、肢体不自由児通園施設、それ以外の肢体不自由児施設、
　重症心身障害児施設の指定を受けていた施設

【補助方法】
 ・申請があった扶養義務者に対し、施設利用者負担金（食費・光熱費、医療費、日用品費等を除く定率負担額）に
　2分の1を乗じて得た額を補助する。
 ・滞納があった場合、その額については補助しない。
 ・原則として、負担金が生じた月から2年を超えたときは、当該月分の申請はできない。

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,623 2,764 

目標値 ―
達成
年度

― 277
年
度

令和５年度 308

0.07
575 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金
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1,146 1,437 

0 0 1,146 1,437 

533 

0 0 878 904 

268 

0.11
878 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
0 0 268 533 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 集中的支援体制整備負担金 3ABB 施策 06 障害者支援

兵庫県が集中的支援の実施に向けた体制を整備するにあたり負担金を支出する。

―（適切な成果指標及び活動指標の設定は困難） 単位 ―

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-1 必要な支援を受け、身近な地域で暮
らすことができる環境づくり

事業分類

項

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 令和７年度
会計 01 一般会計

兵庫県との「兵庫県強度行動障害児者支援事業の実施にかかる協定書」に基づき、市負担分を支出するものであ
り、目標値や達成年度の設定にはなじまない。

（参考）利用件数

今後も兵庫県、県下の政令指定都市及び中核市が連携・協議し、兵庫県が一体的に運用することで、集中的支援が
実施出来る体制を整備していくことが必要であるため、事業体系や運用等を維持・継続していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 ― 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉政策担当、北部障害者支援
課、南部障害者支援課

所属長名 巴山　広史、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

令和6年4月の障害福祉サービス等報酬改定において新たに創設された集中的支援加算を運用するために、兵庫
県、県下の政令指定都市及び中核市とが連携し、地域全体で強度行動障害を有する児者とその家族の暮らしを支え
る体制整備を進める。

実施内容

強度行動障害を有する児者で、状態が悪化することにより、障害福祉サービス等の利用希望があるにもかかわら
ず、サービスや支援につながらない事例がある。こうした状況を踏まえて、高度な専門性により地域を支援する広域
的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等し、適切なアセスメントと有効な支援方法の整理を当該事業所等ととも
に行い環境整備を進めていく、「集中的支援加算」が創設された。本加算の運用にあたって、兵庫県、県下の政令指
定都市及び中核市が連携・協議し兵庫県が一体的に運用することで、集中的支援が実施できる体制を整備する。こ
の体制の整備・運用にあたり負担金を支出する。

[発達障害者地域支援マネジャー配置に係る経費]
兵庫県における必要額　4,811,261円
うち尼崎市負担額　　　　　268,280円

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

0 0 

目標値 ―
達成
年度

― ―
年
度

令和５年度 ―

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金

R7年度
4

うち尼崎市 0
兵庫県全体
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23,240 24,087 

22,466 30,284 23,240 24,087 

16,244 

6,793 7,758 7,508 7,843 

15,732 15,673 15,673 
6,853 

0.75
5,761 
1,032 

0.78
6,120 
1,638 

0.80
6,388 
1,120 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
15,673 22,526 15,732 16,244 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者安心生活支援事業費 3A1B 施策 06 障害者支援

地域全体で支えるサービス提供体制である「地域生活支援拠点」の機能が円滑かつ効果的に進むよう関係機関との
連携強化等を図ることで、障害者等の地域生活を支援する。

グループホームの利用者数 単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成29年度
会計 01 一般会計

・グループホームの利用者数は、令和6年度の535人から令和7年度は609人と着実に増加している。
・「地域生活支援拠点」の機能強化に向けて、グループホームと短期入所事業所のネットワーク会議においては、意
思決定支援会議の進め方や、虐待防止の取組についてなどをテーマに計4回開催し、意見交換と情報共有を図っ
た。また、生活介護事業所のネットワーク会議においては、利用者の意思決定支援、他事業所の余暇や作業活動を知
ることについてなどをテーマに計2回開催し、意見交換と情報共有を図った。
・委託経費が平成29年度から据え置きになっていたため、令和8年度向けに事業所の体制確保のため一定の人件
費相当額を引上げた。

・「地域生活支援拠点」については、グループホーム・短期入所事業所・生活介護事業所のネットワーク会議を自立支
援協議内に位置付けることで、地域課題の共有や解決を図ることができるよう協議を進めていくとともに、各ネッ
トワーク会議において、事業所情報の把握や利用（空き）状況の公表、様々な制度・サービスに係る研修会や意見交
換会を行うことで、拠点機能の強化につなげていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 535 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉政策担当、北部障害者支援
課、南部障害者支援課

所属長名 巴山　広史、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者等の入所施設や病院からの地域移行を進めるとともに、障害者の高齢化や重度化、「親亡き後」に備えるた
め、地域全体で支えるサービス提供体制である「地域生活支援拠点等」の整備に必要な機能を設置し、障害者等が
住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう支援する。

実施内容

「地域生活支援拠点」の機能である「緊急時の受入れ・対応」、「専門性」、「地域の体制づくり」を整備するため、下記
の業務を実施する。
【事業内容】
　・緊急時の受入れ・対応（居室の確保、直接支援）
　・地域生活支援拠点等の各機能を担う事業者等に対する専門的な指導・助言・人材育成の支援
　・地域生活支援拠点等の各機能を担う事業者等の人材育成の支援
　・地域の関係機関との連携強化
　・地域の関係機関等に対する各種情報の収集・提供及び事前相談・助言
　・地域生活を支援するためのサービス提供体制の総合調整
【実施方法】
　社会福祉法人に委託（コーディネーターを2人配置、居室（1部屋）の確保）
【令和7年度実績（主なもの）】
　相談件数…68件、緊急時の受入れ相談…4件、ネットワーク会議…6回開催、ケースカンファレンス…0回開催、事
業所聞き取り調査（共同生活介護事業所：11事業所）、各種研修への参加等

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

22,466 30,284 

目標値 618
達成
年度

令和8 609
年
度

令和５年度 477

0.81
6,656 
1,187 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
委託料
補償補填及び賠償金

を計上した。
かる消費税、延滞税及び加算税相当額

平成30年度から令和4年度委託料にか

※令和6年度決算は単年度経費として、

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の
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637,273 655,687 

384,177 

235,435 

371,134 

256,838 

356,496 

280,777 

349,036 

306,651 

632,171 

18,800 21,862 21,414 23,516 

615,859 600,812 606,110 

1.74
13,365 
5,435 

1.69
13,260 
8,602 

2.05
15,813 
5,601 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
600,812 606,110 615,859 632,171 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者（児）移動支援事業費 3A2K 施策 06 障害者支援

在宅障害者（児）が指定事業者からガイドヘルプサービスを受けた場合、それに係る費用の一部を事業者に支給す
る。

延べ利用者数　（適切な成果指標の設定は困難なため活動指標を設定） 単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成18年度
会計 01 一般会計

・延べ利用者数は昨年度と比較して減少したが、延べ利用時間については、増加傾向にあり、障害のある人への外
出支援として、自立生活等の促進に寄与した。

・地域で暮らすために必要な外出支援を確保するため、今後も継続して事業を実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 15,617 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉課、障害福祉政策担当、北部
障害者支援課、南部障害者支援課

所属長名
山﨑　賢一、巴山　広史、上野　裕司、
西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

屋外での移動が困難な在宅障害者（児）について、外出時における支援を行うことにより、地域における自立生活及
び社会参加を促す。

実施内容

【移動支援事業所の指定条件】
障害者総合支援法第36条第1項に定める指定障害福祉サービス事業者であって、同法第5条に定める居宅介護の
事業所指定を受けていること。
【移動支援事業支給決定基準（ガイドライン） 】
○対象となる外出：社会参加等の外出、余暇活動等の外出（通年かつ長期にわたる外出を除く）
○対象者：重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援の支給決定を受けていない障害支援区
　分1以上の判定を受けた者又はこれに相当する者（児童の場合は保護者が付き添えない場合に限る。）
○支給量：標準基準時間　50時間／月
【指定事業所数・支給決定者数】
368事業所・2,368人（令和8年3月末現在）

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

619,612 627,972 

目標値 16,248
達成
年度

令和8 15,479
年
度

令和５年度 15,437

2.14
17,584 
5,932 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
扶助費

（国50/100以内、県25/100以内）
地域生活支援事業費等補助金

利用時間 利用時間 利用者数 利用時間数

身体 4,877 人 （月平均： 406 人 ） 83,018.5 時間 4,735 人 （月平均： 395 人 ） 83,432.0 時間 -142 人 414 時間
知的 7,248 人 （月平均： 604 人 ） 134,689.5 時間 7,169 人 （月平均： 597 人 ） 136,620.0 時間 -79 人 1,931 時間
精神 3,317 人 （月平均： 276 人 ） 47,573.0 時間 3,415 人 （月平均： 285 人 ） 47,191.0 時間 98 人 -382 時間
難病 38 人 （月平均： 3 人 ） 417.5 時間 39 人 （月平均： 3 人 ） 575.0 時間 1 人 158 時間
児童 137 人 （月平均： 11 人 ） 1,161.0 時間 121 人 （月平均： 10 人 ） 1,244.5 時間 -16 人 84 時間

合計 15,617 人 （月平均： 1,300 人 ） 266,859.5 時間 15,479 人 （月平均： 1,290 人 ） 269,062.5 時間 -138 人 2,203 時間
※年間延べ利用者数は、月の利用者数×12月

※重複障害者については、それぞれの種別で計上されているため、合計利用人数とは異なる。

種別等
令和6年度（➀） 令和7年度（➁） 比較（②-①）

利用者数 利用者数
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42,203 48,806 

44,780 42,517 42,203 48,806 

302 
46,482 

5,321 1,675 642 2,022 

182 
41,379 

217 
39,242 

315 
40,527 

0.32
2,996 
2,325 

0.15
1,177 

498 

0.01
80 

562 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
39,459 40,842 41,561 46,784 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

重度身体障害者（児）リフト付自動車派遣
事業費

3A2T 施策 06 障害者支援

対象者に尼崎市リフト付自動車派遣登録証（有効期間1年）を交付し、リフト付自動車派遣費用を助成する。

派遣件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成2年度
会計 01 一般会計

・リフト付自動車派遣事業は、乗合自動車特別乗車証や高齢者バス運賃助成制度、高齢者移送サービス事業、福祉タ
クシー利用料助成事業を含め、それらのうちから一つのサービスを選択できるものである。派遣件数については、
令和7年度は前年度と比べ微減したものの、利用は一定数あることから、日常生活における活動範囲の拡大を支援
するものとして、重度心身障害者（児）の社会参加の促進に寄与している。

・重度心身障害者（児）の外出を支援するために、有効かつ不可欠なものとなっているため、引き続き、現行制度を
維持・継続していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 14,130 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

通常の交通機関を利用することが困難な在宅の重度身体障害者（児）に対し、医療機関等へ赴く場合にリフト付自動
車を派遣し、その生活の安定を図り、社会参加の促進を図る。

実施内容

【対象者】
　次の（1）～（4）すべてに該当する者
  （1） 市内に住所を有する者
  （2） 重度身体障害者（児）（肢体不自由1・2級、肝臓以外の内部障害1級、肝臓機能障害1・2級）
  （3） 社会福祉施設に入所していない者（通所者は除く。）
  （4） 乗合自動車特別乗車証、高齢者バス運賃助成制度、重度心身障害者（児）福祉タクシーチケット、高齢者移送
　　　　サービスチケットのいずれも利用していない者

【主な対象事由】
　医療機関への受診、機能回復訓練施設への通所、日常生活上必要不可欠な理由で公的機関へ行く場合（幼稚園、
学校等への通園通学を除く。）など　（原則尼崎市内）

【派遣方法】
　申請日の属する月から年度の末月までの延月数に4を乗じて得た件数の派遣を行う（最大48件)。

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

44,780 42,517 

目標値 ―
達成
年度

― 13,936
年
度

令和５年度 14,566

0.15
1,233 

789 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
需用費
使用料及び賃借料 派遣運行料金

印刷製本費

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の

-269-



2,237 2,178 

2,610 2,107 2,237 2,178 

370 

2,074 1,805 1,916 1,808 

321 536 302 

0.27
2,074 

0.23
1,805 

0.24
1,916 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
536 302 321 370 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 身体障害者更生訓練費給付事業費 3A3A 施策 06 障害者支援

障害者が就労または機能回復のための訓練を行った日数により訓練手当を支給する。また、通所による訓練を受け
る場合は通所に必要な経費を支給する。

延べ利用者数　　（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値の
みを表記）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成18年度
会計 01 一般会計

・延べ利用者数については増加しており、身体障害者の社会復帰の促進や経済的な負担軽減を図ることができた。

・身体障害者更生訓練費給付費は訓練に必要な経費の支給により、社会復帰の促進を図るため今後も継続して実
施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 74 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉課、北部障害者支援課、南部
障害者支援課

所属長名 山﨑　賢一、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

身体障害者が就労移行支援・機能訓練サービスを利用する場合に、その訓練に必要な経費を支給し自立生活に向け
た意欲を助長し、障害者の社会復帰の促進を図る。

実施内容

【訓練手当等の額】
　〇訓練手当（月額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練15日以上　　訓練15日未満
　　　　就労移行支援（視覚障害者）　　　14,800円　　　　7,400円
　　　　機能訓練　　　（視覚障害者）　　　　6,300円　　　　3,150円
　　　　就労移行支援・機能訓練　　　　　　 3,150円　　　　1,600円

　〇通所経費　280円（日額）と実支出額の少ない方

【令和7年度実績】
　延べ96人

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

2,610 2,107 

目標値 ―
達成
年度

― 96
年
度

令和５年度 90

0.22
1,808 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
扶助費
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927 1,535 

1,735 1,461 927 1,535 

35 
546 

50 

1,690 1,412 878 904 

49 

9 

36 

9 

40 

0.22
1,690 

0.18
1,412 

0.11
878 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
45 49 49 631 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

心身障害者（児）スポーツ大会開催事業
費

3A3K 施策 06 障害者支援

重度の障害がある者も参加できるようなスポーツ大会を本市で開催する。また、兵庫県障害者のじぎくスポーツ大
会の開催に伴い、スポーツに関心のある障害者をサポートする。

尼崎市障害者（児）スポーツ大会においての参加者数（適切な成果指標の設定は困難なた
め活動指標を設定）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 昭和56年度
会計 01 一般会計

・尼崎市障害者（児）スポーツ大会については、令和7年7月に市内当事者団体の代表者で構成する「尼崎市障害者
（児）スポーツ大会実行委員会」を開催し、大会開催の可否等を協議した。その結果、体育館に1,000人以上が密集
して競技を行う実施形態について、アフターコロナに対応した感染症対策等の見直しが必要との意見が出され検討
を重ねたが、見直し案の取りまとめには至らなかった。

・尼崎市障害者（児）スポーツ大会については、見直しの協議を継続し、実施形態の変更を行う必要がある。
・兵庫県障害者のじぎくスポーツ大会への参加は、障害者スポーツに取り組む者にとって大きな目標や励みとなる
ため、参加者数が増加するよう、引き続き、当事者団体等との連携を図りながら、広報を行っていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 ― 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者（児）及びその家族・介護者を対象にスポーツを通じて体力の維持、増強及び残存能力の向上を図るととも
に、参加者の交流を図る。

実施内容

【尼崎市障害者（児）スポーツ大会】
　（令和7年度実績）
　アフターコロナに対応した感染症対策等の協議継続による開催中止

【兵庫県障害者のじぎくスポーツ大会】
　（令和7年度実績）
　　日時：令和7年5月10日・11日・17日・18日・24日・25日
　　場所：県立障害者スポーツ交流館や三木山総合公園屋内プールなど5か所
　　参加人数：46人
　　競技内容：卓球や水泳、ボウリング、ボッチャ、陸上競技、フライングディスクなど

事業概要

使用料及び賃借料

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,735 1,461 

目標値 1,500
達成
年度

令和8 ―
年
度

令和５年度 ―

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
報償費
委託料

場代等
県スポーツ大会への参加バス駐車
市スポーツ大会開催委託料
手話通訳者、要約筆記者謝礼
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720 1,243 

334
845 

263
471 

241
479 

750
493 

750 

845 471 479 493 

241 334 263 

0.11
845 

0.06
471 

0.06
479 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
334 263 241 750 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 自発的活動支援事業費 3A3V 施策 06 障害者支援

障害者等やその家族、地域住民等による自発的な活動に対して、その費用の一部を助成することにより、障害者等
の社会参加や地域の理解促進を図る。

補助団体数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 団体

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 平成30年度
会計 01 一般会計

・自立支援協議会全体会において障害者団体等への周知を行ったことなどにより、新規となる4団体を含む全7団
体の地域活動を支援した。

・申請団体の増加に向けて、生涯学習プラザや身体障害者福祉センター等で実施されている活動・講座等を通じて
本事業への申請や普及・啓発につなげるとともに、より活用しやすい制度となるよう、これまでの活動事例を紹介す
るなど一層の周知に取り組んでいく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 6 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉政策担当 所属長名 巴山　広史

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等やその家族、地域住民等による地域
における自発的な取組を支援することにより、共生社会の実現を目指す。

実施内容

【対象活動分野】
・ピアサポート（悩みの共有、情報交換のできる交流会の支援など）
・災害対策（地域における災害対策活動の支援など）
・孤立防止活動支援（地域での見守り活動の支援など）
・社会活動支援（社会復帰活動の支援など）
・ボランティア活動支援（障害者等に対するボランティア活動の支援など）
・理解促進啓発・研修（障害や障害者等に対する理解を深めるための啓発及び研修の支援など）
・その他の支援（補助金の交付目的を達成するために有効な活動の支援など）
【補助金】
・予算の範囲内で補助金を交付（令和7年5月募集　【交付決定】7団体）
・補助金額（上限）： 5万円／件（補助対象経費の10割以内、最大3年まで同一事業で申請可）

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,179 734 

目標値 ―
達成
年度

― 7
年
度

令和５年度 9

0.06
493 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金

市民福祉振興基金運用収入

令和７年度　支援対象団体及び補助金交付額等一覧 （単位：千円）

団体名 事業名 活動分野 交付申請額
交付決定

及び精算額

 医療的ケア児等コーディネーター尼崎の会 尼崎の医療的ケア児と家族のためのコネクターを増やそう  理解促進啓発・研修 50千円 15千円

特定非営利活動法人やんちゃんこ 特性をもつ子どもたちとのつき合い方を知ろう！ ピアサポート 50千円 50千円

あまかれん（尼崎市精神福祉家族会連合会） メリデン版訪問家族支援の基盤づくり 社会活動支援 50千円 50千円

尼崎市肢体障害者福祉協会 福祉サービスと介護保険サービスについて  理解促進啓発・研修 14千円 10千円

特定非営利活動法人聴覚障害者と聴者の会すばる 手話普及・手話通訳育成事業「9.23手話の日・手話言語の国際デーまつり」  理解促進啓発・研修 50千円 50千円

NPO法人　ASUネット 障がい持つ人たちと地域の人たちと交流　ワークショップ体験  ボランティア活動支援 50千円 16千円

尼崎市聴力障害者福祉協会 防災学習会 災害対策 50千円 50千円
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838 1,471 

目標値 ―
達成
年度

― 13
年
度

令和５年度 3

0.12
986 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
扶助費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・利用者件数は、年度ごとに増減はあるものの、毎年一定程度の利用があり、身体障害者の活動範囲を拡大し、生活
の向上を図ることに寄与している。

・身体障害者の社会参加の促進を図るために、有効かつ不可欠なものとなっているため、引き続き、現行制度を維
持・継続していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 10 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

身体障害者の就労や活動範囲の拡大などに資することにより、生活の安定や社会参加の促進を図る。

実施内容

【運転免許取得助成】
 ○対象者
　　身体障害者手帳1～6級所持者で、指定自動車教習所において技能を習得して運転免許を取得し、その経費
  の支払いをした者
 ○助成金額
　　自動車運転免許の取得に要した経費の3分の2（千円未満の端数は切捨て）以内で、限度額10万円
 ○令和7年度実績
    400千円（4件）
【自動車改造助成】
 ○対象者
　  身体障害者手帳1～6級所持者で、就労等に利用するなどのため、自己が所有し、運転する自動車の操向装
  置及び駆動装置等を改造する必要がある者
 ○助成金額
　  限度額10万円　（所得制限あり）
 ○令和7年度実績
    862千円（9件）

事業概要 身体障害者の運転免許取得や、自身が運転するために必要な自動車の改造費の一部を助成する。

利用件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

身体障害者自動車運転免許取得費助成金交付要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 昭和51年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 自動車運転免許取得・改造助成事業費 3A41 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
300 1,000 1,262 909 

0.07
538 

0.06
471 

0.02
160 

909 

538 471 160 986 

1,262 300 1,000 

1,422 1,895 

838 1,471 1,422 1,895 
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18,455 20,512 

22,653 20,566 18,455 20,512 

389 
18,019 

2,713 1,753 802 2,104 

325 
17,328 

347 
19,593 

389 
18,424 

0.18
1,383 
1,330 

0.16
1,255 

498 

0.03
240 
562 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
19,940 18,813 17,653 18,408 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

重度心身障害者（児）福祉タクシー利用料
助成事業費

3A6K 施策 06 障害者支援

対象者に尼崎市福祉タクシーチケットを交付し、タクシー利用料の一部を助成する。

助成件数(適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市重度心身障害者児福祉タクシー利用料助成事業実施要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成2年度
会計 01 一般会計

・福祉タクシー利用料助成事業は、バス特別乗車証や高齢者移送サービス事業、リフト付自動車派遣事業を含め、そ
れらのうちから一つのサービスを選択できるもので、助成件数は平成29年度以降減少傾向にあるが、日常生活に
おける活動範囲の拡大を支援するものとして、重度心身障害者（児）の社会参加の促進を図ることができている。

・重度心身障害者（児）の外出を支援するために、有効かつ不可欠なものとなっているため、引き続き、現行制度を
維持・継続していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 30,683 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

通常の交通機関を利用することが困難な在宅の重度心身障害者（児）に対して、タクシー利用料の一部を助成する
ことにより、日常生活における活動範囲の拡大と社会参加の促進を図る。

実施内容

【対象者】
  次の（1）～（4）すべてに該当する者
  （1） 市内に住所を有する者
  （2） 重度身体障害者（児）（肢体不自由1級又は2級・肝臓以外の内部障害1級・肝臓機能障害1級又は2級・視覚
      障害1級又は2級）と重度知的障害者（児）（療育手帳A）
  （3） 社会福祉施設に入所していない者（通所者は除く。）
  （4） 尼崎市バス特別乗車証※、高齢者移送サービス事業のチケット、尼崎市リフト付自動車派遣登録証の交付
      を受けていない者
　 ※高齢者バス運賃助成制度の利用者を含む

【助成方法】
  対象者に申請日の属する月から年度の末月までの延月数に4を乗じて得た枚数のタクシーチケットを一括交付す
る（最大48枚）。チケット1枚あたりの助成額は、1回の乗車につき基本料金相当額（1割引き後）とする。

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

22,653 20,566 

目標値 ―
達成
年度

― 29,000
年
度

令和５年度 32,908

0.16
1,315 

789 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
需用費
使用料及び賃借料 タクシー基本料

消耗品費
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3,523 8,635 

目標値 741
達成
年度

令和9 779
年
度

令和５年度 671

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
負担金補助及び交付金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・GHの整備促進に向けて、市内にGHを開設する7事業者に対して、開設経費の一部を補助することで、10ホーム
（55定員）の新規開設の促進を図ることができた。（うち4ホームはバリアフリー改修等補助制度も活用）
・バリアフリー改修等補助制度については、1事業者GH2か所に対して改修等経費の一部を補助することで、基盤
整備の促進を図ることができた。
・市内GHの定員数は、令和6年度の738人から令和7年度は779人と着実に増加しており、第4期障害者計画の
目標値（令和8年度までに700人）に対しては111％の実績となっている。

・GHの整備促進や障害者の重度化・高齢化への対応に向けては、引き続き指定事業所ネットワーク会議等でバリア
フリー改修等補助制度を含む「障害者施設開設等サポート事業」等の周知を図るとともに、事業者向けのアンケート
調査を実施して利用（運営）状況や支援ニーズ等を把握しながら、重度障害者の利用率の向上へとつなげていく。
・重度障害者を受け入れるGH事業所数はまだ充分ではなく、障害者の親が要支援・要介護状態となり、生活支援や
見守りが十分に行えなくなる世帯が増加しているため、継続実施の方向で検討する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 738 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

「保護者の高齢化」や「親亡き後」の生活を見据えた親元からの自立や入院・入所からの地域生活への移行など、障
害者が地域で暮らしていくための基盤整備が重要となっているため、グループホーム等の整備促進を図り、障害者
が本人の希望や状況に応じて、身近な地域で安心して暮らせるよう支援する。

実施内容

【補助対象】　市内に定員4名以上のグループホーム（以下「GH」という。）等を開設する社会福祉法人等
【対象経費】　下記の①～④に掲げる経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。
【負担割合】　基準額と実支出額のいずれか低い額の1/2または1/3（千円未満の端数は切り捨て）
　　　　　　　　　① 備品等購入経費 （基準額：1ホームあたり 270千円）
　　　　　　　　　② 住居の借り上げ等に要する初期経費 （基準額：定員1人あたり 70千円）
　　　　　　　　　③ 消防設備の整備経費（基準額：1ホームあたり 500千円　ただし、300㎡を超える施設の場合、
　　　　　　　　　　1ホームあたり 1,500千円）
　　　　　　　　　④ バリアフリー等改修費（基準額：1件あたり 3,000千円）
【令和7年度実績】
①　交付事業者数：8事業者（GH12ホーム65定員）　　　②　交付額：5,212千円
（内訳）　備品購入費に係る経費　914千円、住居借上げ等に要する初期経費　1,295千円
　　　　　 消防設備の設置経費　425千円　バリアフリー改修等に要する経費　2,578千円

事業概要

市内にグループホーム等を開設する社会福祉法人等に対し、予算の範囲内において、開設時に必要な初度備品や住
居の借り上げ等に要する初期経費、消防設備（自動火災報知設備等）の設置経費の一部を助成し、新規開設の促進
を図る。また、利用者の重度化・高齢化に対応するための施設のバリアフリー改修等に要する経費の一部を補助す
ることにより、基盤整備の促進を図る。

市内グループホームの定員数 単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市障害者施設開設等サポート事業補助金交付要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

補助金・助成金 事業開始年度 平成30年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者施設開設等サポート事業費 3A9B 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
2,678 7,772 5,212 9,140 

0.11
845 

0.11
863 

0.21
1,677 

9,140 

845 863 1,677 904 

5,212 2,678 7,772 

6,889 10,044 

3,523 8,635 6,889 10,044 
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349,539 354,257 

236
307,154 

226
317,769 

228
349,311 

237
354,020 

250 
17 

345,154 

7,250 7,456 8,744 8,836 

190 
6 

340,599 

154 
1 

299,985 

88 
1 

310,450 

0.79
6,068 
1,182 

0.80
6,276 
1,180 

0.89
7,106 
1,638 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
300,140 310,539 340,795 345,421 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 乗合自動車特別乗車証交付事業費 3A9D 施策 06 障害者支援

市内に住所を有し、身体障害者手帳（1～4級に限る）、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、被爆者健康手帳を所持
する者に対し、市内の停留所で乗車し降車する場合に限り無料で利用できる特別乗車証（ICカード）を交付する。

特別乗車証の交付枚数（毎年度3月末時点、返還等除く）
（適切な成果指標の設定は困難なため活動指標を設定）

単位 枚

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市乗合自動車特別乗車証交付条例

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 昭和44年度
会計 01 一般会計

・令和7年9月からのバス事業者の運賃改定にあわせ、引き続き障害者等が無料乗車できるよう助成額を増額し、
障害者等の社会参加の促進に努めた。
・乗合自動車特別乗車証交付事業は、高齢者移送サービス事業や福祉タクシー利用料助成事業、リフト付自動車派
遣事業を含め、それらのうちから一つのサービスを選択できるもので、交付枚数は増加傾向にあり、日常生活にお
ける活動範囲の拡大を支援するものとして、障害者等の社会参加の促進を図ることができている。

・引き続き、本制度を周知することで、障害者等の社会参加の促進を図る。
・昨年度に引き続き、令和8年9月から阪神バス等が市内路線バス運賃の値上げを予定しているが、引き続き無料
で乗車できるよう、影響を受ける方を対象に助成額を増額する。
(令和8年9月からの運賃改定内容）
　阪神バス株式会社・尼崎交通事業振興株式会社の路線　250円→260円

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 18,061 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 福祉課 所属長名 畠山　直樹

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

身体障害者、知的障害者、精神障害者、原子爆弾被爆者に特別乗車証を交付することで、日常生活の移動を支援し、
社会参加の促進を図る。

実施内容

①単独用特別乗車証
身体障害者手帳（第2種1～4級）、療育手帳B2、精神障害者保健福祉手帳2～3級、被爆者健康手帳を持つ者のみ
が無料で利用できる乗車証を交付する。
②介護人付特別乗車証
身体障害者手帳（第1種1～4級）、療育手帳A及びB1、精神障害者保健福祉手帳1級を持つ者と介護人が同乗する
場合に無料で利用できる乗車証を交付する。
【特別乗車証の交付枚数】
　令和 7年度交付枚数18,545枚（身障9,511枚　知的3,931枚　精神5,011枚　原爆92枚）
　令和 6年度交付枚数18,061枚（身障9,536枚　知的3,777枚　精神4,647枚　原爆101枚）
　令和 5年度交付枚数17,556枚（身障9,544枚　知的3,575枚　精神4,335枚　原爆102枚）

事業概要

負担金補助及び交付金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

307,390 317,995 

目標値
前年度
実績

達成
年度

― 18,545
年
度

令和５年度 17,556

0.87
7,120 
1,716 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
需用費
役務費

特別乗車証利用負担金
再交付費用収入事務手数料
システムトナー等事務用品

乗合自動車特別乗車証再交付負担金
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地域活動支援センター事業補助金
手話通訳者報償費

心身障害者小規模通所援護事業等
（国50/100、県25/100）
重層的支援体制整備事業交付金

補助金（県2/10）

218,259 223,185 

目標値 363
達成
年度

令和8 336
年
度

令和５年度 364

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
報償費
負担金補助及び交付金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・利用者の障害の状態や体調等に応じた利用ができる地域活動支援センターは、日額報酬を主体とした日中活動系
サービスとは異なり、定期的な利用が困難な障害のある人への支援の場としての役割を有しているため、県制度と
連携しつつ独自の支援も行う中で、安定的な運営と活動の場を確保することができた。
・地域活動支援センターから日中活動系サービスの事業者へ移行するケースもあり、利用人数は減少傾向である
が、利用希望者に対して一定の日中活動の場を提供できており、引き続き多様な活動の場を確保するため、運営を
支援していく必要がある。

・地域活動支援センターへの運営補助については、引き続き、県制度と連携しつつ本市独自の支援（重度加算費や借
上費等の補助）も行う中で、安定的な運営と活動の場の確保に努めていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 386 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

在宅の身体障害、知的障害又は精神障害のある者に対し、通所可能な場所に通わせ、創作的活動、生産活動の機会
の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与することにより、障害者等の地域生活を支援することを目的として運
営する地域活動支援センターに要する費用の一部を補助することにより、適正な運営を図る。

実施内容

【補助額】
　県の実施要綱に基づいた補助基準額に、市独自基準額と機能強化事業（国庫補助対象）に係る加算を加えて補助
する。（※下表の県基準における管理費Aは神戸市外、管理費Bは神戸市内又は県外設置の場合に適用）

事業概要 地域活動支援センターの運営に要する費用の一部を補助する。

利用人数(適切な成果指標の設定は困難なため活動指標を設定） 単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成18年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 地域活動支援センター事業補助金 3A9Q 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
217,414 222,314 207,261 225,805 

0.11
845 

0.11
871 

0.21
1,677 

12 
225,793 

845 871 1,677 904 

207,261 217,414 222,314 

208,938 226,709 

55,415 

162,844 

56,689 

166,496 

52,472 

156,466 

57,616 

169,093 

県基準
管理費　A

管理費　B

事業費

交通費

@5,313,600×（開設月数）/12×本市在住者月利用延人員/月利用延人員

@96,890×本市在住者月利用延人員

@8,330×利用（初日在籍）延人員

（自己負担月額－8,000円）×12月×1/2

実額（上限：2,000,000円）

＠7,980×12月×対象人数市

単

独

加

算

借上費

開設費

移転費

重度加算費

実額×1/2（上限：50,000円）×12月

実額（上限：2,000,000円）
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を計上した。
かる消費税、延滞税及び加算税相当額

平成30年度から令和4年度委託料にか

※令和6年度決算は単年度経費として、

市民福祉振興基金を充当
（障害者就労実習時交通費助成事業）

52,978 72,011 

目標値
①54
②25

達成
年度

令和9
①54
②34

年
度

令和５年度
①26
②26

1.95
16,023 
5,932 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
委託料
補償補填及び賠償金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・委託就労支援機関として就労に関する各種支援を行い、54人が一般就労につながった。
・障害者就労施設等の受注機会の拡大に向けて、施設の製品や役務等を紹介する専用ホームページ「ジョブリンク
ama」を活用し、共同受注の支援により、発注企業（9社・11件）から19施設への契約に結び付けた。また、庁内販売
「尼うぇるフェア」を中心に物品等の販売会を計34回開催した。
・就労支援ネットワーク会議は、就労移行支援事業所を中心に7回開催するとともに、初任者向けの尼崎就労支援
ネットワーク全体会を6年ぶりに開催した。ネットワーク会議では、面接練習会や職場実習を行うことで、一般就労に
向けた支援を行った。また、より効果的な会議運営に向けて、現状の課題や整理事項等の意見交換を進めた。
・委託経費が平成24年度から据え置きになっていたため、令和8年度向けに事業所の体制確保のため一定の人件
費相当額を引上げた。

・新たな障害福祉サービスの就労選択支援が令和7年10月から開始し、サービス提供を円滑に行うため、事業所と
特別支援学校とで協力し、フロー図等の作成を行っていく。また、国からの情報収集に努めるとともに、事業所や特
別支援学校等との関係機関との協議を進め、保護者や支援者にも就労選択支援の分かりやすい説明をしていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度
①37
②30

令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉政策担当、北部障害者支援
課、南部障害者支援課

所属長名 巴山　広史、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

市内に居住する障害者に対して就労に関する支援を行うとともに、市内の障害者就労施設等に係る工賃向上に資
するための支援等を行うことにより、障害者の自立及び社会参加に寄与することを目的とする。

実施内容

【障害者就労支援事業】
　・事業内容：　「就労相談」、「就労準備訓練・職場実習支援」、「就労支援」、「就労定着支援」、「就労生活支援」、
　　　　　　　　「職域開発」、「関係機関との連絡・調整」など。
　・実施方法：　社会福祉法人に委託
　・事業実績：　令和7年度実績：新規登録者数…55人、就職者数…54人、延べ相談件数…3,019件
　　　　　　　　　 障害者就労実習時交通費助成…助成件数9件
【障害者就労施設等販路開拓事業】
　・事業内容：　障害者就労施設等の製品等の販路開拓に向けた支援を行う。
　・実施方法：　社会福祉法人に委託
　・事業実績：　令和7年度実績：共同出店（庁内販売など）…34回、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  企業等から発注相談など…11件（うち19施設とマッチング）

事業概要 障害者の就労に関する相談や支援を総合的に行う。

①委託就労支援機関を通じた就労者数
②障害者就労支援施設の物品等の販売会の実施回数

単位
①人
②回

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-2 生きがいを持って自分らしく暮らす
ことができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市障害者就労支援事業実施要綱

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

ソフト事業 事業開始年度 平成19年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者就労支援事業費 3AAT 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
34,408 50,855 34,418 35,959 

1.71
13,135 
5,435 

1.60
12,554 
8,602 

1.69
13,495 

5,601 

35,959 

18,570 21,156 19,096 21,955 

34,418 34,408 34,413 
16,442 

53,514 57,914 

20
52,958 

23
71,988 

29
53,485 

140
57,774 
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22,377 25,447 

1,938 

19,804 

1,933 

22,691 

1,759 

20,618 

1,933 

23,514 

90 
99 

1,980 
830 

19,227 22,124 20,134 22,448 

94 
105 

1,188 
856 

22 
89 

1,584 
820 

12 
89 

1,584 
815 

1.80
13,826 

5,401 

1.73
13,574 
8,550 

1.82
14,533 

5,601 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
2,515 2,500 2,243 2,999 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 障害者虐待防止対策事業費 3A1Q 施策 06 障害者支援

障害者に対する虐待の防止、早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護や自立の促進、養護者に対する支援等を
行う。

障害者虐待に係る通報件数（適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の
実績値のみを表記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成24年度
会計 01 一般会計

・障害者虐待防止センターにおいて、通報・相談や虐待事例の対応にあたった（令和7年度通報・相談件数85件。う
ち、虐待認定10件）。
・施設従事者等による虐待防止策として、昨年度に引き続き、特定相談支援ほか既存のネットワーク会議において
障害者虐待防止に係る合同研修会を開催した。
・「尼崎市障害者虐待通報・緊急連絡窓口」の周知のために、窓口にチラシを設置したほか、緊急連絡先を記載したポ
ケットティッシュを作成し、配布した。
・障害者虐待に係る通報件数や対応件数は例年、一定の件数が発生しており、引き続き、支援体制の確保や担当職
員の支援力・判断力の向上や緊急通報先の周知を進めていく必要がある。
・障害福祉サービス事業所への啓発活動は継続的になされているが、養護者や使用者からの虐待防止の観点から
の啓発活動が不足している。

・民間企業との「尼崎市地域福祉の推進に関する協定書」の締結の際に、障害者虐待を発見した時の通報の協力に
ついて盛り込むよう努めるほか、障害者就労支援フォーラム等の機会を捉えて障害者虐待防止についての意識啓
発を進めていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 68 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課
障害福祉政策担当、北部障害者支援
課、南部障害者支援課

所属長名 巴山　広史、上野　裕司、西田　真也

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者虐待の防止、養護者に対する支援等を行うことで、障害者を虐待という権利侵害から守り、尊厳を維持しな
がら安定した生活を送ることができるように支援する。

実施内容

【障害者虐待防止センター業務等の実施】
　○障害者虐待に係る通報又は届出の受理（令和7年度実績：85件）
　　・夜間・休日の通報受付業務を民間会社に委託し、24時間受付体制を整備（平成30年1月～）
　　・北部・南部障害者支援課緊急対応用の携帯電話を整備（平成30年1月～ 計4台）
　○養護者による障害者虐待の防止
　○養護者による障害者虐待を受けた障害者の保護に係る相談、指導及び助言
　○啓発活動等
　　・啓発用パンフレットとチラシ（夜間・休日受付ダイヤルの周知含む。）の作成・配布・設置（平成30年3月～）

【虐待時の対応のための体制整備】
　○虐待を受けている障害者を一時的に保護するための居室確保（令和7年度実績：3件）

事業概要

負担金補助及び交付金

委託料

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

21,742 24,624 

目標値 ―
達成
年度

― 85
年
度

令和５年度 71

2.01
16,516 
5,932 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
需用費
役務費

一時保護先の確保に係る負担金
夜間・休日の通報受付業務委託
通信運搬費、機種変更事務手数料
消耗品費（事務用品、啓発グッズ等）

（国1/2、県1/4）
地域生活支援促進事業費補助金
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3,337 7,676 

1,595 2,457 3,337 7,676 

332 
418 
536 

10 
21 

1,226 1,989 2,478 6,359 

191 
278 
378 

10 
2 

127 
232 

10 

72 
121 
265 

10 

0.07
538 
688 

0.16
1,255 

734 

0.16
1,278 
1,200 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
369 468 859 1,317 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 手話言語普及啓発事業費 3A1V 施策 06 障害者支援

尼崎市手話言語条例に基づき、手話及びろう者に対する理解並びに手話の普及を促進するため、手話ハンドブック
や啓発パンフレットを作成するほか、市民等を対象にした体験講座を開催する。

受講者数（適切な成果指標及びその目標設定は困難なため、活動指標の実績値のみ表記） 単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

尼崎市手話言語条例

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成30年度
会計 01 一般会計

・市民等向け啓発講座全体（4講座12回）の参加者数は89人であった。
・手話言語の国際デーや手話の日・国際ろう者週間では、昨年に続き尼崎城のブルーライトアップ、啓発用ポケット
ティッシュの配布、本庁舎に啓発のぼりの設置のほか、本市が協定を締結している商業施設にて手話啓発イベント
を初開催した。
・東京2025デフリンピック開催前のキャラバンカーの来尼時に「東京2025大会PRカー」展示と応援セレモニーを
開催し、デフリンピックのPRとろう者への理解促進に努めた。
・手話言語条例施策推進協議会では、障害者計画のPDCAの中で、各場面での情報保障のあり方等についての意
見交換を行った。
・手話施策推進法が成立・施行され、毎年9月23日が「手話の日」と定められたことを踏まえ、「手話の日」の認知度
向上に向けた啓発活動により一層取り組む必要がある。

・従来より実施している啓発イベント等において「手話の日」をより積極的にPRしていくとともに、手話言語条例施
策推進協議会において、「手話の日」の認知度向上に向けたより効果的な啓発方策について検討・実施していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 78 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課、障害福祉政策担当 所属長名 山﨑　賢一、巴山　広史

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

平成29年に制定された尼崎市手話言語条例に基づき、手話及びろう者に対する理解並びに手話の普及を促進す
る。

実施内容

【尼崎市手話言語条例施策推進協議会】
・尼崎市手話言語条例に基づく手話の普及等に係る施策を検討する「手話言語条例施策推進協議会」の開催
【啓発パンフレット等の作成】
・手話の普及を促進するため、手話ハンドブックや啓発パンフレットを作成、配布する。
・令和7年度・・・啓発パンフレットの増刷　5,000部
【市民等を対象とした体験講座の実施（委託）】

事業概要

負担金補助及び交付金

使用料及び賃借料

委託料

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

1,595 2,457 

目標値 ―
達成
年度

― 89
年
度

令和５年度 82

0.37
3,040 
3,319 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）

事業成果
（達成状況等）

事業費　A
報償費
需用費

手話言語条例施策推進協議会会場使用料

全国手話言語市区長会会費
普及啓発事業委託料
啓発パンフレット印刷製本費等
手話言語条例施策推進協議会報償費

講座名 開催日時等 参加人数
親子向け手話講座 １１月２日～１１月９日 ４４人
子ども向け（聞こえない・聞こえにくい子どもと保護者向け）手話講座 １２月２１日 ３人
事業者向け手話講座 １０月６日 ８人
市民向け手話講座 ２月３日～２月２６日 ３４人
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30,517 31,724 

24,495 26,215 30,517 31,724 

347 
9,675 

88 
3,743 

159 
9,959 11,205 15,032 17,712 

159 
15,216 

110 

139 
14,287 

110 

139 
14,761 

110 

0.58
4,455 
5,504 

0.68
5,335 
5,870 

0.68
5,430 
9,602 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
14,536 15,010 15,485 14,012 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 意思疎通支援事業費 3A20 施策 06 障害者支援

聴覚障害者等が、社会生活上外出が必要不可欠なときに、手話通訳者等を派遣する。また、その手話通訳者等を養
成する。

意思疎通支援事業に係る養成講座修了者数（手話通訳者及び要約筆記者、盲ろう者向け通
訳・介助員、失語症向け意思疎通支援者養成事業の合計）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 昭和62年度
会計 01 一般会計

・意思疎通支援者に係る各養成講座の開催時期等を工夫するなど受講者（修了者）数の確保に努めた結果、令和7
年度の修了者は全体で54人、新規の派遣登録者は10人であった。
・手話通訳の準支援員（チャレンジ）派遣制度については、登録は9人、利用実績は2件（2人派遣）となった。
・養成講座や準支援員派遣制度の取組を行ったが、全国統一試験の合格にはつながっておらず、意思疎通支援の
ニーズが高まる中、手話通訳者確保に向けたさらなる取組が必要な状況にある。
・障害者の意思疎通支援のニーズは高まる中、手話通訳者の不足が課題となっている。

・障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）に基づき、市町村が行う地
域生活支援事業の中で、必須事業の1つとして規定されていることから、継続実施が必要である。
・障害者の意思疎通支援のニーズは高まる中、手話通訳者、手話通訳者養成講座の講師の不足が課題となってい
る。
・手話通訳者確保のため、養成講座のカリキュラムを見直すとともに、養成講師の確保に向けた取組を行う等、全国
統一試験合格者の増加に向けた取組を進める。また、準支援派遣制度の運用の在り方を見直し、講座の修了者に対
し、準支援員制度への登録を促すことで、技能等の向上を図り、派遣登録につながるよう働きかけていく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： やや達成できず）

備考

令和６年度 61 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

聴覚障害者、音声・言語機能障害者及び視覚聴覚重複障害者（盲ろう者）が、公的機関及び医療機関等に赴く等、社
会生活上外出が必要不可欠なときにおいて、適当な付き添いが得られない場合に、意思疎通に係る支援者を派遣
することにより、円滑な意思疎通を図り、聴覚障害者等の福祉の増進を図る。また、上記対象者及び失語症者向け
意思疎通支援者を養成する。

実施内容

【手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業】
  あらかじめ登録をしている対象者から派遣申請を受け、通訳者等を派遣する。
【手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳・介助員・失語症者向け意思疎通支援者養成事業】
  市民を対象に、意思疎通支援事業で通訳者等として派遣可能な人材を育成する。
【令和7年度実績】

事業概要

報償費
その他

負担金補助及び交付金

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

24,495 26,215 

目標値 70
達成
年度

令和9 54
年
度

令和５年度 64

0.54
4,437 

13,275 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 改善）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
役務費
委託料

使用料（遠隔手話用ZOOM）41　需用費118

遠隔手話通訳サービスシステム利用料

意思疎通支援者養成・派遣事業委託
携帯電話使用料

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の

手話通訳 要約筆記
盲ろう者向け
通訳・介助員

失語症者向け
意思疎通支援者

派遣件数 1,006件 104件 0件 7件
派遣時間 1,457.5時間 223.5時間 0時間 24.5時間

手話通訳 要約筆記
盲ろう者向け
通訳・介助員

失語症者向け
意思疎通支援者

受講者 奉仕員20人、通訳Ⅰ8人、通訳Ⅱ13人、通訳Ⅲ8人 手書6人 0人 基礎3人
修了者 奉仕員18人、通訳Ⅰ7人、通訳Ⅱ12人、通訳Ⅲ8人 手書6人 0人 基礎3人

派遣事業

養成事業

-281-



会場使用料
消耗品費、食糧費、印刷製本費
近接旅費

障害者差別解消支援地域協議会報償費

2,604 1,354 

目標値
①50
②50

達成
年度

①令和8

②令和9

①13.6
②35.7

年
度

令和５年度
①13.7
②32.8

0.11
904 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）事業成果
（達成状況等）

事業費　A
報償費
旅費

使用料及び賃借料

需用費

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

・障害者差別解消支援地域協議会を開催し、「尼崎市職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要
領」を改定するため、差別に当たる事例や合理的配慮に当たる事例などの記載を充実すべく意見交換を行った。ま
た、効果的な周知・啓発方法等について検討を深める予定であったが、令和7年度は1回しか開催できず、課題の提
起と確認だけにとどまり、具体的な検討に至らなかった。
・令和6年4月から「合理的配慮の提供」が民間事業者にも義務化されたことを受け、その内容や対応等を記載した
パンフレットを「労働環境実態調査」に同封したほか、その他企業が参加する会議等で配布し説明を行った。

・障害者差別解消支援地域協議会を定期的に開催し、協議を活性化させることで、より効果的な啓発策について検
討を進める。あわせて、平成28年度に策定した「尼崎市職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応
要領」についても、合理的配慮の義務化に伴った改定を行う。
・市民意識調査における障害者差別解消法の認知度は依然低い状況にあることや、行政機関のみ義務化されてい
た「合理的配慮の提供」について、令和6年4月から民間事業者にも義務化されていることを踏まえ、引き続き、周
知啓発を進める。
・障害者差別解消法や関連する制度の市民に対する周知・啓発に向けては、啓発パンフレットを活用し市政出前講座
を実施していく。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： やや達成できず）

備考

令和６年度
①13.7
②34.1

令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者差別解消法や同法に基づく基本方針・対応要領・対応指針に基づき、障害を理由とする不当な差別的扱いの
禁止や、障害のある人に対する必要かつ合理的な配慮（合理的配慮）の提供を徹底するなど、障害を理由とする差
別の解消に向けた着実な取組を推進していく。

実施内容

【障害者差別解消に向けた取組】
・相談対応事例の共有や啓発パンフレットの効果的な活用等の協議のため、障害者差別解消支援地域協議会を開催
　第1回：令和7年8月18日
【その他（情報支援機器等の導入等）】
・情報コミュニケーション支援に資する機器等の導入・検証

事業概要
障害者差別に関する相談事例等の共有を図り、差別解消に向けた取組を行っていくため、地域の関係機関で構成す
る障害者差別解消支援地域協議会を開催する。また、障害特性に応じたコミュニケーション手段の利用促進に向け
た取組の検討を行う。

①障害者差別解消法の認知度（障害がある人）
②障害者差別解消法の認知度（すべての市民※市民意識調査）

単位 ％

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律等

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 平成28年度
会計 01 一般会計

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

差別解消・コミュニケーション支援等検討
事業費

3A6B 施策 06 障害者支援

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
914 491 446 1,579 

0.22
1,690 

0.11
863 

0.11
878 

198 
2 

1,379 

1,690 863 878 904 

30 

416 

186 
1 

713 
14 

69 
1 

421 

1,324 2,483 

2,604 1,354 1,324 2,483 
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5,539 4,731 

3,687 3,831 5,539 4,731 

240 
2,355 

1,229 1,412 3,034 2,136 

150 
2,355 

103 
2,355 

64 
2,355 

0.16
1,229 

0.18
1,412 

0.38
3,034 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
2,458 2,419 2,505 2,595 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名 心身障害者（児）対策啓発事業費 3A6T 施策 06 障害者支援

市民に対する障害者への正しい理解と認識を深めるための事業を実施するほか、各種サービスの周知を図る。

市民福祉のつどい（ミーツ・ザ・福祉）の参加者数　（適切な成果指標の設定は困難なため活
動指標を設定）

単位 人

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

05 社会福祉費
目 07 障害福祉費

法定事業（裁量含む） 事業開始年度 昭和57年度
会計 01 一般会計

・「市民福祉のつどい（ミーツ・ザ・福祉）」は、提案型事業委託制度が期限（原則3年間）を迎えたため、プロポーザル
方式により選定した委託事業者により引き続き「ミーツ・ザ・福祉」として開催した。ステージプログラム等様々な催
し（雑貨・飲食店や体験型コンテンツ、ミーツ新喜劇など）を実施しており、障害のある人もない人も相互理解を深
め、障害者問題に関する市民等への理解と認識を深めるという目的に寄与している。
・令和5年度より20店舗多く参加があるほか、毎年新たな体験コンテンツが実施されるなど、イベントの活性化が図
られている。

・市民福祉のつどい（ミーツ・ザ・福祉）については、企画段階から福祉や障害について考える機会と障害のある人が
参加・活躍できる場を創出し、そこに幅広い世代のボランティアが関わるなど多様な人を巻き込み実施することで、
障害のある人とない人の交流や相互理解を深めてきている。これらの取組を継続しつつ、更なる付加価値を生み出
していくとともに、イベントの出店数を更に増やしていくなど、より良いイベントへと発展していけるよう、実行委員
会や市民等との協働に取り組む。
・委託事業者との契約が令和7年度をもって満了したため、令和8年度にあらためてプロポーザル方式により事業
者を選定する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： （概ね）達成）

備考

令和６年度 約2,500 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

障害者週間（12月3日～12月9日）の趣旨を踏まえて、障害者問題を市民が自らの問題として考え、幅広い社会的
な連帯意識をもって解決し、障害のある人と障害のない人が分け隔てなく暮らせる社会を形成する。

実施内容

【市民福祉のつどい（ミーツ・ザ・福祉）】
　障害のある人と障害のない人との相互理解を促進するため、地域における交流の場として毎年開催しているもの
で、平成29年度から、提案型事業委託制度により「ミーツ・ザ・福祉」として実施してきた。令和5年度からは、プロ
ポーザル方式により選定した委託事業者により、引き続き「ミーツ・ザ・福祉」としてイベントの活性化を図っている。
　○令和7年度実績（令和7年11月1日開催・橘公園軟式野球場・入場者約2,000人）
　・出店・・・74店（飲食・物販・ワークショップ・展示等）
　・ステージ出演・・・16組（ダンス・漫才・歌等）
　・体験コンテンツ（知らんけど相談所・ちぎり放題ハウスｄｅびりびりちぎり隊っ・運動会・ミーツ市長選2025等）
　・ボランティア・・・（駐車場整備、受付、マップ配布、ステージサポート、設営等）

【福祉の手引き】
  障害者に対する福祉サービス等を記載した「福祉の手引き」を作成し、障害者手帳取得時や研修会等で配布する。

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

3,687 3,831 

目標値 2,000
達成
年度

毎 約2,000
年
度

令和５年度 約2,500

0.26
2,136 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
需用費
委託料 運営委託料

消耗品費

障害者（児）移動支援事業費に充当

対象事業であるが、本事業の財源分は、

地域生活支援事業費補助金の
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736 1,052 

222 

452 

261 

340 

348 

388 

278 

774 

556 

230 79 80 496 

656 444 522 

0.03
230 

0.01
79 

0.01
80 

（参考）令和８年度予算令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度決算
444 522 656 556 

令和８年度事務事業シート（令和７年度決算）
事務事業名

軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業
費

3D69 施策 06 障害者支援

軽・中度難聴児の補聴器購入費等の一部を助成する。

助成件数(適切な成果指標及びその目標設定が困難なため、活動指標の実績値のみを表
記）

単位 件

目標・実績

根拠法令
展開方向

06-3 ともに支えあい、安心して暮らすこと
ができる環境づくり

事業分類

項

兵庫県軽・中度難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱

10 児童福祉費
目 05 児童福祉総務費

ソフト事業 事業開始年度 平成25年度
会計 01 一般会計

・助成件数は、例年増減はあるものの、一定のニーズがあり、軽・中度難聴児の健全な発育の支援や保護者の経済的
な負担軽減を図ることができた。

・軽・中度難聴児補聴器購入費等助成は、早期の言語発達やコミュニケーション能力取得により、軽・中度難聴児の
健全な発育の支援につながっているため、今後も継続して実施する。

【成果と課題】（目標に対する達成状況： ―　　）

備考

令和６年度 9 令和７年度

款 15 民生費

局 福祉局 課 障害福祉課 所属長名 山﨑　賢一

②事業成果の点検

目標指標

①事業目的・事業概要・実施内容

事業目的
（趣旨・対象・
求める成果）

身体障害者手帳の交付対象者に該当しない軽・中度難聴児の補聴器装用への支援を行い、早期における言語の発
達やコミュニケーションの能力を取得させることにより、健全な発育を支援し、もって福祉の増進に資する。

実施内容

【対象者】
　次の（1）～（5）すべてに該当する者
  （1）保護者等が尼崎市内に住所を有すること。
  （2）申請日が、0歳から18歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にあること。
  （3）原則、聴力レベルが30デシベル以上で、身体障害者手帳の交付対象者とならないこと。
  （4）医師が補聴器の装用を必要と認めていること。
  （5）保護者等の市民税所得割額が23万5千円未満であること。
【自己負担】
　補聴器の種類により助成限度額があり、それを超える額は自己負担となる。
【令和7年度実績】
　656千円（12件）

事業概要

職員人件費
会任等人件費

人件費　B
職員人工数

その他
一般財源

合計　C（A+B）

C

の

財

源

内

訳

国庫・県支出金

市債

674 601 

目標値 ―
達成
年度

― 12
年
度

令和５年度 7

0.06
496 

③事業費 （単位：千円）

【今後の取組方針】（事業の方向性： 維持）
事業成果

（達成状況等）

事業費　A
扶助費

助成事業費補助金（県1/2）
軽・中度難聴児補聴器購入費等
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